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がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害危険区域等の区域内にある既存
不適格住宅等の移転を行う者に対し補助金を交付する地方公共団体に対して、交付金を交付する事業

事業概要

（１）除却等費
○危険住宅の除去などに要する費用で撤去費、動産移転費、仮住居費、跡地整備費等（限度額：802千円/戸）

（２）建設助成費
○危険住宅に代わる新たな住宅の建設（購入を含む。）のため、金融機関等から融資を受けた場合の利息に相当する額（借入利率：年8.5％を限度）

（限度額：4,150千円/戸（建物3,190千円/戸、土地960千円/戸）。ただし、特殊土壌地帯、地震防災対策強化地域、保全人家10戸未満の急傾斜地
崩壊危険区域、出水による災害危険区域及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第
３条第１項に基づき指定された推進地域の場合：7,227千円/戸（建物4,570千円/戸、土地2,060千円/戸、敷地造成597千円/戸）。

（１）対象地区要件
○建築基準法第39条第１項に基づき地方公共団体が条例で指定した災害危険区域
○建築基準法第40条の規定に基づき地方公共団体が条例で建築を制限している区域
○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第８条に基づき都道府県知事が指定した土砂災害特別警戒区域

（２）対象住宅要件
○既存不適格住宅、又は建築後の大規模地震、台風等により安全上の支障が生じ、特定行政庁が是正勧告等を行った住宅

補助対象

補助要件

国：１／２、地方公共団体：１／２

都道府県、市町村
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住宅・建築物安全ストック形成事業
（がけ地近接等危険住宅移転事業）

交付率

安全な土地

災害危険区域等

除却等への助成

＜適用イメージ＞
移転費等への助成

市町村（市町村が事業主体となりがたい事情がある場合は都道府県。）

建設費への助成



住宅・建築物安全ストック形成事業

■ 内容
○ 事業内容

土砂災害特別警戒区域内の既存建築物であって、土砂災害に対する構造耐力上の安全性を有していな
いものに対して、改修に必要な費用を支援する。

○ 補助対象：
以下の要件を満たす建築物。
・土砂災害特別警戒区域内の建築物
・建築基準法施行令第８０条の３について既存不適格である建築物

○ 補助率：２３％（うち国費１１．５％）
○ 補助対象限度額：３．３百万円/棟

■ 目的

○ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の改正等とあわせて、土砂災害特
別警戒区域内の既存不適格建築物の土砂災害対策改修に対する支援を行うことにより、建築物の安全
性を確保することを目的とする。
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土砂災害に対する構造耐力上の安全性を有していないもの 土砂災害に対する構造耐力上の安全性を有しているもの（例）
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想定される土石流の高さや衝撃力に応じて定められた仕様を満たす鉄筋コンクリート造の外壁等を設ける
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